
様式第１号（その２）　

　　※②～④の金額はいずれも消費税を含まない額を記載してください。

　　※④の各欄には②と③の平均値(四捨五入)を記入することとしますが、合計欄は縦計をそのまま記入してください。
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④直前２カ年の
　年間平均実績高
　　　　　（千円）

③　次期繰越利益(欠損)金

①　（うち外国資本）

　　　直前決算時
　　　　　　（千円）

合　　　　　計

②　直前２年度分決算 ③　直前１年度分決算

①　競争参加資格
     希望業種区分

測
量
等
実
績
高

測量

建築関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

地質調査業務

補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

その他

　　　年　　月から
　　　年　　月まで
　　　　　（千円）

　　　年　　月から
　　　年　　月まで
　　　　　（千円）

　　　年　　月から
　　　年　　月まで
　　　　　（千円）

区　　　分

②　準備金・積立金

④　土地再評価差額金

法　　　　人　　　　用

　剰余(欠損)金処分
　　　　　　（千円）

　　　合　　　計
　　　　　　（千円）

　（　　　　　　）

　　　年　　月から
　　　年　　月まで
　　　　　（千円）

⑦　　　　計(Ｐ)

　　＜資本金＋新株式払込金＞

　　払込資本金

④事業主利益
　(事業主損失)⑤　株式等評価差額金

⑥　自己株式

①期首資本金

②事業主借勘定

③事業主貸勘定

計(Ｐ)

有
資
格
者
数
　

　

（
人
）

常勤職員の数
　　　　(人)

①　技術職員

総合技術監理部門

１　外国籍会社

⑤④のうち役職員等

個　　人　　用

自
己
資
本
額

②　事務職員 ③　その他の職員

①　創　　業

③　現組織への変更

④　営業年数

　　　　　年　　月　　日

②　休業又は転(廃)業の
　　期間

　　　　　年　　月　　日から
　　　　　年　　月　　日まで 　(比率　　　％)

　　〔国名：　　　　　　　〕

④　計(①～③)

　(比率　　　％)

３　日本国籍会社

　　〔国名：　　　　　　　〕外
資
状
況

　　〔国名：　　　　　　　〕

２　日本国籍会社

営
業
年
数
等 　　〔国名：　　　　　　　〕　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　年 (比率100％)


